
教育

全国 九州

　中学校女性教員割合(対中学校教員数) 5 3 48.2% R5(2023)年度

　短期大学数(人口10万人当たり) 10 2 0.38校 R5(2023)年度

　専修学校数(人口10万人当たり) 4 3 3.77校 R5(2023)年度

　幼保連携型認定こども園教育費（在園者一人当たり） 8 1 1,752,783円 R3(2021)年度

　在学者数 義務教育学校 7 1 2,343人 R4(2022)年度

　教育分野別教育費総額(消費的支出)義務教育学校 7 1 2,816,958千円 R4(2022)年度

　教育分野別教育費総額(資本的支出)高等学校通信制課程 9 2 11,312千円 R4(2022)年度

　教育分野別教育費総額(資本的支出)社会教育分野別の女性教育施設 5 2 3,294千円 R4(2022)年度

〇学校種類別の在学者一人当たり及び一学級当たり経費(総額)
　幼保連携型認定こども園 ・園児一人当たり 1 1 3,681,518円 R4(2022)年度

〇学校種類別の在学者一人当たり及び一学級当たり経費(総額)
　高等学校定時制課程　生徒一人当たり 1 1 5,851,545円 R4(2022)年度

　学校種類別の在学者一人当たり及び一学級当たり経費(総額)
　専修学校　生徒一人当たり 2 2 4,901,017円 R4(2022)年度

　社会教育分野別の国民一人当たり社会教育費(総額)
　公民館 6 2 4,089円 R4(2022)年度

　社会教育分野別の国民一人当たり社会教育費(総額)
　女性教育施設 5 2 14円 R4(2022)年度

　社会教育分野別の国民一人当たり社会教育費(総額)
　教育委員会が行った社会教育活動 7 1 2,076円 R4(2022)年度

　教育分野別の国民一人当たり教育行政費(総額) 10 3 12,429円 R4(2022)年度

　学校種類別の在学者一人当たり及び一学級当たり経費(消費的支出)
　幼稚園　園児一人当たり 8 3 1,631,038円 R4(2022)年度

〇学校種類別の在学者一人当たり及び一学級当たり経費(消費的支出)
　高等学校定時制課程　生徒一人当たり 1 1 5,841,483円 R4(2022)年度

　学校種類別の在学者一人当たり及び一学級当たり経費(消費的支出)
　専修学校　生徒一人当たり 3 3 4,186,542円 R4(2022)年度

　社会教育分野別の国民一人当たり社会教育費(消費的支出)
　公民館 9 2 2,217円 R4(2022)年度

　社会教育分野別の国民一人当たり社会教育費(消費的支出)
　図書館 8 1 2,200円 R4(2022)年度

　社会教育分野別の国民一人当たり社会教育費(消費的支出)
　教育委員会が行った社会教育活動 7 1 1,947円 R4(2022)年度

○学校種類別の在学者一人当たり及び一学級当たり経費(資本的支出)
　幼保連携型認定こども園　園児一人当たり 1 1 2,196,696円 R4(2022)年度

　学校種類別の在学者一人当たり及び一学級当たり経費(資本的支出)
　高等学校通信制課程　生徒一人当たり 8 2 14,283円 R4(2022)年度

○学校種類別の在学者一人当たり及び一学級当たり経費(資本的支出)
　専修学校　生徒一人当たり 1 1 714,475円 R4(2022)年度

　社会教育分野別の国民一人当たり社会教育費(資本的支出)
　公民館 3 1 1,442円 R4(2022)年度

　社会教育分野別の国民一人当たり社会教育費(資本的支出)
　体育施設 8 3 2,261円 R4(2022)年度

　社会教育分野別の国民一人当たり社会教育費(資本的支出)
　女性教育施設 2 1 4円 R4(2022)年度

〇生涯学習関連費総額(知事部局所管施設分)(総額)
　総額 1 1 24,324,919千円 R4(2022)年度

〇生涯学習関連費総額(知事部局所管施設分)(総額)
　生涯学習関連分野別の体育施設 1 1 23,244,205千円 R4(2022)年度

　生涯学習関連費総額(知事部局所管施設分)(総額)
　生涯学習関連分野別の青少年施設 4 1 340,071千円 R4(2022)年度

　生涯学習関連費総額(知事部局所管施設分)(総額)
　生涯学習関連分野別の文化財保護 8 1 97,734千円 R4(2022)年度

　生涯学習関連費総額(知事部局所管施設分)(消費的支出)
　生涯学習関連分野別の体育施設 9 1 1,108,125千円 R4(2022)年度

　生涯学習関連費総額(知事部局所管施設分)(消費的支出)
　生涯学習関連分野別の青少年施設 5 2 267,437千円 R4(2022)年度

【出所資料：総務省 統計局「統計でみる都道府県のすがた2025」】
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　生涯学習関連費総額(知事部局所管施設分)(消費的支出)
　生涯学習関連分野別の文化財保護 6 1 89,167千円 R4(2022)年度

〇生涯学習関連費総額(知事部局所管施設分)(資本的支出)
　総額 1 1 22,212,980千円 R4(2022)年度

〇生涯学習関連費総額(知事部局所管施設分)(資本的支出)
　生涯学習関連分野別の体育施設 1 1 21,983,501千円 R4(2022)年度

　生涯学習関連費総額(知事部局所管施設分)(資本的支出)
　生涯学習関連分野別の青少年施設 4 1 72,634千円 R4(2022)年度

　（合計）児童生徒一人当たりの学習者用PC台数 4 1 1.1台/人 R6(2024)年3月1日

　（合計）普通教室の大型掲示装置装備率 6 2 95.1% R6(2024)年3月1日

　（注）（合計）普通教室の移動通信システム（LTE等）整備率 4 3 13.6% R6(2024)年3月1日

　（注）（合計）LTEを利用している学校の内、無線LAN整備済みの普通教室の数 4 2 367室 R6(2024)年3月1日

○（合計）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(30Mbps以上回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（合計）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(100Mbps以上回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（合計）指導者用PC整備率 1 1 177.9% R6(2024)年3月1日

○（合計）校務支援ｼｽﾃﾑの整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

　（合計）統合型校務支援システム整備率 7 2 99.7% R6(2024)年3月1日

　（合計）指導者用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書の整備率 2 1 99.0% R6(2024)年3月1日

〇（合計）学習者用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書の整備率 1 1 97.6% R6(2024)年3月1日

　（合計）遠隔教育実施率 10 2 80.6% R6(2024)年3月1日

　（合計）教育情報セキュリティポリシーの策定 9 2 86.7% R6(2024)年3月1日

○（小学校）児童生徒一人当たりの学習者用PC台数 1 1 1.1台/人 R6(2024)年3月1日

　（小学校）普通教室の大型掲示装置装備率 4 2 97.4% R6(2024)年3月1日

　（注）（小学校）普通教室の移動通信システム（LTE等）整備率 4 3 17.8％ R6(2024)年3月1日

　（注）（小学校）LTEを利用している学校の内、無線LAN整備済みの普通教室の数 4 2 293室 R6(2024)年3月1日

○（小学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(30Mbps以上回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（小学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(100Mbps以上回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

　（小学校）指導者用PC整備率 2 1 180.7% R6(2024)年3月1日

○（小学校）校務支援ｼｽﾃﾑ整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（小学校）統合型校務支援システム整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

〇（小学校）指導者用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書の整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

　（小学校）教育情報セキュリティポリシーの策定 9 2 84.4% R6(2024)年3月1日

○（中学校）児童生徒一人当たりの学習者用PC台数 5 1 1.1台/人 R6(2024)年3月1日

　（中学校）普通教室の大型掲示装置装備率 6 2 95.5% R6(2024)年3月1日

　（注）（中学校）普通教室の移動通信システム（LTE等）整備率 4 3 16.5% R6(2024)年3月1日

　（注）（中学校）LTEを利用している学校の内、無線LAN整備済みの普通教室の数 5 2 74室 R6(2024)年3月1日

　（中学校）無線LAN又は移動通信システム（LTE等）によりインターネット
　　　　　　接続を行う普通教室の割合 3 1 99.9% R6(2024)年3月1日

○（中学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(30Mbps以上回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（中学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(100Mbps以上回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

　（中学校）指導者用PC整備率 3 2 164.9% R6(2024)年3月1日

　（中学校）教員の校務用PC整備率 7 2 132.9% R6(2024)年3月1日

○（中学校）校務支援ｼｽﾃﾑの整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（中学校）統合型校務支援システム整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

〇（中学校）指導者用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書の整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（中学校）学習者用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書の整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

　（中学校）教育情報セキュリティポリシーの策定 9 2 84.3% R6(2024)年3月1日

【出所資料：文部科学省「地方教育費調査」】

≪コンピュータの設置状況及びインターネットの接続状況≫



　（注）（義務教育学校）普通教室数 9 2 138室 R6(2024)年3月1日

　（注）（義務教育学校）児童生徒一人当たりの学習者用PC台数 10 3 1.1台/人 R6(2024)年3月1日

○（注）（義務教育学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(光ﾌｧｲﾊﾞ-回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（注）（義務教育学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(30Mbps以上回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（注）（義務教育学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(100Mbps以上回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（注）（義務教育学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(１Gbps以上回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（注）（義務教育学校）無線LAN(100Mbps以上) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

　（注）（義務教育学校）教員数 9 2 239人 R6(2024)年3月1日

　（注）（義務教育学校）授業を担当している教員数 8 2 216人 R6(2024)年3月1日

　（注）（義務教育学校）教員の校務用ＰＣ台数 6 1 393台 R6(2024)年3月1日

　（注）（義務教育学校）教員の校務用ＰＣ整備率 5 2 164.4％ R6(2024)年3月1日

○（注）（義務教育学校）校務支援ｼｽﾃﾑ整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（注）（義務教育学校）指導者用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書の整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（注）（義務教育学校）学習者用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書の整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

〇（高等学校）普通教室の大型提示装置整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

〇（高等学校）普通教室の大型提示装置整備率
　（専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校） 1 1 100% R6(2024)年3月1日

〇（高等学校）普通教室の校内LAN整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）普通教室の校内LAN整備率
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

〇（高等学校）普通教室の無線LAN整備率　　　 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）普通教室の無線LAN整備率
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）無線LAN又は移動通信システム（LTE等）によりインターネット
　　　　　　　接続を行う普通教室の割合 1 1 100% R6(2024)年3月1日
○（高等学校）無線LAN又は移動通信システム（LTE等）によりインターネット
　　　　　　　接続を行う普通教室の割合
　（専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校） 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(光ﾌｧｲﾊﾞ-回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(光ﾌｧｲﾊﾞ-回線)
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(30Mbps以上回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(30Mbps以上回線）
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(100Mbps以上回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(100Mbps以上回線）
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(１Gbps以上回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(１Gbps以上回線)
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）校内LAN(有線)(100Mbps以上) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）校内LAN(有線)(100Mbps以上)
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）校内LAN(有線)(１Gbps以上) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）校内LAN(有線)(１Gbps以上）
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）無線LAN(100Mbps以上) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

〇（高等学校）無線LAN(100Mbps以上)
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）無線LAN（１Gbps以上） 1 1 100% R6(2024)年3月1日

〇（高等学校）無線LAN（１Gbps以上）
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 1 1 100% R6(2024)年3月1日



　（高等学校）指導者用PC整備率 2 1 209.4% R6(2024)年3月1日

　（高等学校）指導者用PC整備率
　（専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校） 2 1 222.3% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）校務支援ｼｽﾃﾑ整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）校務支援ｼｽﾃﾑ整備率
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）統合型校務支援ｼｽﾃﾑ整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

〇（高等学校）統合型校務支援ｼｽﾃﾑ整備率
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

〇（高等学校）指導者用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書の整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

〇（高等学校）指導者用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書の整備率
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）学習者用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）学習者用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書整備率
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

　（高等学校）遠隔教育実施率 2 1 88.6% R6(2024)年3月1日

　（高等学校）遠隔教育実施率
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 2 1 90.5% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）教育情報ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰの策定 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（高等学校）教育情報ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰの策定
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（特別支援学校）普通教室の校内LAN整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（特別支援学校）普通教室の無線LAN整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（特別支援学校）無線LAN又は移動通信システム（LTE等）によりインター
　　　　　　　　　ネット接続を行う普通教室の割合 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（特別支援学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(光ﾌｧｲﾊﾞ-回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（特別支援学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(30Mbps以上回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（特別支援学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(100Mbps以上回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（特別支援学校）ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続率(１Gbps以上回線) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（特別支援学校）校内LAN(有線)(100Mbps以上) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（特別支援学校）校内LAN(有線)(１Gbps以上) 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（特別支援学校）無線LAN（100Mbps以上） 1 1 100% R6(2024)年3月1日

〇（特別支援学校）無線LAN（１Gbps以上） 1 1 100% R6(2024)年3月1日

　（特別支援学校）指導者用PC整備率 2 1 156.2% R6(2024)年3月1日

○（特別支援学校）校務支援ｼｽﾃﾑ整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

○（特別支援学校）統合型校務支援ｼｽﾃﾑ整備率 1 1 100% R6(2024)年3月1日

　（特別支援学校）指導者用ﾃﾞｼﾞﾀﾙ教科書の整備率 2 1 70.0% R6(2024)年3月1日

○（特別支援学校）教育情報ｾｷｭﾘﾃｨﾎﾟﾘｼｰの策定 1 1 100% R6(2024)年3月1日

　（合計）教材研究･指導の準備･評価･校務などにICTを活用する能力 9 2 91.7% R6(2024)年3月1日

　（合計）情報活用の基礎となる知識や態度について指導する能力 8 2 90.9% R6(2024)年3月1日

　（小学校）情報活用の基礎となる知識や態度について指導する能力 10 2 93.3% R6(2024)年3月1日

　（高等学校）教材研究･指導の準備･評価･校務などにICTを活用する能力 10 3 94.6% R6(2024)年3月1日

　（高等学校）教材研究･指導の準備･評価･校務などにICTを活用する能力
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 5 2 96.3% R6(2024)年3月1日

　（高等学校）授業にICTを活用して指導する能力 9 3 86.0% R6(2024)年3月1日

　（高等学校）授業にICTを活用して指導する能力
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 8 3 88.7% R6(2024)年3月1日

　（高等学校）児童生徒のICT活用を指導する能力 10 3 88.8% R6(2024)年3月1日

　（高等学校）児童生徒のICT活用を指導する能力
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 5 2 91.9% R6(2024)年3月1日

≪教員のICT活用指導力の状況(「できる」若しくは「ややできる」と回答した教員の割合の大項目別
平均)及び研修を受講した教員の割合≫



　（高等学校）情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力 6 3 93.7% R6(2024)年3月1日

　（高等学校）情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力
　  (専門学科・総合学科単独及び複数学科設置校) 4 1 95.4% R6(2024)年3月1日

　（特別支援学校）教材研究･指導の準備･評価･校務などにICTを活用する能力 9 2 91.7% R6(2024)年3月1日

　（特別支援学校）情報活用の基礎となる知識や態度について指導する能力 7 2 87.1% R6(2024)年3月1日

○印は全国第１位の項目

(注)印は秘匿や事実不詳又は調査を欠く都道府県があるため、順位が異なる場合もある

　　　　　　　　　　　　　　　【出所資料：文部科学省「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」】



全国 九州

　労働力人口(1)比率(対15歳以上人口)[男] 4 1 68.4% R2(2020)年度

　労働力人口(1)比率(対15歳以上人口)[女] 2 1 53.0% R2(2020)年度

　高齢就職者割合[65歳以上](対65歳以上人口) 4 1 28.1% R2(2020)年度

　高卒者に占める就職者の割合(対高卒者数) 2 1 27.6% R6(2024)年5月1日

　障害者実雇用率(民間企業)(2) 5 3 2.87% R6(2024)年6月1日

　障害者法定雇用率達成企業の割合(民間企業)(2) 3 2 62.6% R6(2024)年6月1日

IT産業（中分類の情報サービス業及びインターネット付随サービス業）の労働生産性
（事業従事者一人当たり純付加価値額） 2 1 9.75百万円 R3(2021)年度

IT産業（中分類の情報サービス業及びインターネット付随サービス業）の事業従事者
数伸び率 5 1 50.4% R3(2021)年度

【出所資料：総務省「経済センサス活動調査」】

(１) 労働力人口

　　 就業者と完全失業者を合わせた人数。

(２) 障害者雇用率、 障害者法定雇用率

　 　障害者雇用率とは、民間企業(40.0人以上規模)及び国や地方公共団体が、それぞれ常用する労働者・職員数に対する

　　 障害者の雇用割合。

　　 また、障害者法定雇用率として、「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、一定の割合に相当する数以上の

 　　障害者を雇用しなければならないと定められている。

　　雇用義務の対象となる障害者は、身体障害者、知的障害者または精神障害者（精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者に限る。）である。

　　 (一般民間企業(40.0人以上規模)は2.5%、国･地方公共団体は2.8%、都道府県等教育委員会は2.7%。)

【出所資料：総務省 統計局「統計でみる都道府県のすがた2025」】

【出所資料：文部科学省「学校基本調査」】

【出所資料：厚生労働省「障害者雇用状況の集計結果」】
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